
平成２２年度 一般会計当初予算説明資料
７款 商工費

（ ）１項 商業費 経済通商総室 内線:７６５８
（ ）２目 商業振興費 単位：千円

財 源 内 訳 備
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較

起 債 そ の 他 一般財源 考国 庫 支 出 金

（新）とっとり
企業支援ネット
ワーク連携強化 3,690 0 3,690 3,690
事業

トータルコスト 6,110千円（前年度 － 千円）[正職員：0.3人 非常勤職員：0.0人]

主な業務内容 会議開催事務、関係機関との連絡調整事務、補助金交付事務 等

( ) 企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築工程表の政策目標 指標

説明
１ 事業の概要

厳しい経営環境下で、県内企業が取り組む事業戦略見直しや経営改善の連携支援の円滑化を
、「 」 。図るため とっとり企業支援ネットワーク (H20.4発足)の連携強化に向けた環境整備を行う

２ 事業内容
各支援機関が所管エリアを超えて行う連携支援に要する活動費等を助成

同ネットワーク９支援機関（各商工団体、信用保証協会、産業振興機構等）【補 助 先】
エリアを越えた連携支援、専門性を要する企業診断等の運営費【支援対象】

（例）専門家・外部診断士招聘、県内外調査活動費、参画機関調整費など

３ これまでの取組状況
県内企業の経営課題に対する質の高い連携支援を行うため、同ネットワークを構築したが、

エリアを越えた活動費や機動的な運営体制について改善要望があったところ。

（参 考）

○販路開拓支援
(受発注情報,見本市出展,

商談会開催 等)

○製品・技術実用化に係る助成支援
（次世代・地域資源産業

育成支援事業 等）

○企業連携による新事業展開支援
(共同受注,産業クラスター,新連携等)

○協同組合等設立・運営支援

地
域
事

業
者

実用化・事業化新事業・新分野進出経営改善創業

○製品・技術実用化に係る技術支援
・技術相談 ・依頼試験
・研究開発 ・人材育成

産業振興機構

産 技 セ

中 央 会

商 工 会 ・商工会議所

身近な総合相談窓口

《経営全般
に関する

相談》

《日常的な
経営支援》

・金融支援
・記帳支援
・税務申告
・労働保険

等

《創業支援》

専門支援機関

≪体 制≫
○東・中・西部の各地区に構築

○各機関実務代表者による連携推
進会議を各地区で定期的に開催

○支援機関が人材・情報を共有

≪役 割≫
○チーム支援

→ 経営課題に応じ、関係機関
と連携した支援

課題：製品開発・販路開拓
ﾏ ｹーﾃｨﾝｸ゙ ・企業連携 等

○チーム企業診断
→人材（診断士等）の活用

○支援方策のチェック・補完
○連携した施策・事業の実施

とっとり企業支援
ネットワーク

《新たな企業活動に対する事業化支援》

《新事業展開支援》
・ビジネスプラン

策定支援
・展開後の

フォローアップ

○経営革新計画

○地域資源活用

構
成
員

信用保証協会

《経営基盤強化支援》
・経営の合理化
・生産性向上

・労務管理
・ＩＴ活用

等

○企業診断

構
成
員

構
成
員

構
成
員

構
成
員

相

談

ネットワークの概要 →既存支援組織の機能・人材を活用して、連携強化による企業支援の枠組みを構築

○各支援機関が収集した企業情報を共有 → 各機関の専門性を活かしたチーム支援
○各支援機関が実施する施策・事業の情報を共有 → 各窓口での一元提供、効果的な事業実施

趣
旨

事務局機能を担い、サポート県


